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事業者・従業員向けの消費者教育の取組
○ 令和６年度、地方公共団体が事業者(従業員等)向けに消費者教育として実施した出前講座等は352件。
消費者志向経営、若年者・新人社員研修、コンプライアンス講習会等が開催されている。

自治体 事業の名称 事業の内容 参加人数

千葉県 千葉市 くらしの巡回講座 企業等の要望に応じ消費生活相談員等を派遣。消費
者被害の防止や自立した消費者の育成を図る。

ー

神奈川県 平塚市 企業等若者向け消費生活出前講
座

新入社員等に契約、トラブル事例等消費者知識を知って
もらい、被害防止とともに自立した消費者を育てる。

７

大和市 新入社員向け講座 商工会議所に関連する事業者の新入社員に対して、消
費者トラブルについて周知。

27

新潟県 消費者志向経営セミナー 環境問題への貢献や地域社会の活性化など、消費者と
事業者とが「消費者志向経営」について、広く県民と事業
者に周知する。

60

山梨県 事業者向け消費者志向・景品表
示法研修会

県内事業者を対象に、消費者志向経営への理解と運営
を促進する。

32

滋賀県 大津市 事業主向け消費者教育推進講座 若年従業員の消費者被害防止 30

甲賀市 新入社員研修 新入社員に消費生活のトラブル事例を説明 10

鳥取県 とっとり消費者大学啓発講座 団体等から依頼を受け、消費者問題等について出前講
座を実施。

ー

愛媛県 コンプライアンス講習会 事業者の法令に対する知識を深め、自主的な取り組みを
推進するため、講習会を実施。

246

宮崎県 高鍋町 商工団体女性部向け出前講座 消費者トラブル全般について学習 15

2（備考）「令和６年度地方消費者行政の現況調査」より作成。  



事業者における従業員向け消費者教育の推進
○ 令和６年度の従業員向け消費者教育研修事業では、事業者・事業者団体等に研修の実施を働きかけ、

各地で説明会を開催するとともに、事業者等のニーズに応じて、新人・若手、30代以上、セカンドライフを
見据えた世代の各年代に応じて、講師派遣（個別研修、集合研修）を実施した。

内容



従業員向け消費者教育研修のアンケート結果①
従業員向け消費者教育研修の受講者（計1,292名）に対し、研修の実施内容に関するアンケート調査を
実施した（アンケート回答数：n=596名、回答率44.0%）。【３月中旬時点で集計中の速報値】
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・ 消費者トラブル、持続可能な社会、マネープラン、
製品安全、インターネット取引の４つ教材を使用。
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テーマ別・受講者層別の受講者の感想
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従業員向け消費者教育研修のアンケート結果②
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